第１号様式（第６条関係）
番　　　　　号　

年　　月　　日　

　　福島県知事

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　所在地
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　社（団体）名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者職・氏名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ふくしま企業移住支援事業補助金交付申請書

　令和8年度ふくしま企業移住支援事業補助金の交付を受けたいので、福島県補助金等の交付等に関する規則第４条第１項の規定により、下記のとおり申請します。

記
１　事業の目的及び内容　　

別紙１のとおり

２　収支予算書　　　　　　
別紙２のとおり

３　補助金交付申請額　　　　　　　　　　　　　円

４　補助事業の着手及び完了年月日

着手予定　　　　　年　　　　月　　　日

完了予定　　　　　年　　　　月　　　日

５　本件責任者及び担当者
　　責任者氏名
　　担当者氏名
　　連　絡　先
注　用紙の大きさは、Ａ列４番とすること。

第１号様式の別紙１（第６条関係）

ふくしま企業移住支援事業補助金計画書

１　申請者概要
	申  請  者  名
	

	代　　表　　者
	

	業　種
	

	連 絡 責 任 者
※代表者と異なる場合
	

	連　　絡　　先
	電　話　番　号
	

	
	メールアドレス
	

	整備予定の施設が　所在する市町村
	


【誓約事項】
　私は、ふくしま企業移住支援事業補助金の交付を受けるに当たり、以下のとおり誓約します。
　１　本補助金により整備したサテライトオフィス等について、５年以上継続して維持・運営を行
うとともに、事業完了の日が属する年度の翌年度末までに、県外から転入した社員を２名以上
配置する見込みです。
　２　前項及びその他の事項について、福島県から報告及び立入調査を求められた場合には、それ
に応じます。
　３　交付要綱第15条のいずれかに該当した場合は、定められた金額を返還します。

　４　補助対象となる施設の整備を実施するに当たっては、当該施設の所有者及び相続権利者等と
の間の事案について一切の責任を負い、かつ地域住民及び周辺環境への配慮についても、併せ
て責任を負います。
　　　　　　年　　　月　　　日
　　　　　　　　　　　　　　　　　所在地　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　社（団体）名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者職・氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
第１号様式の別紙１（添付）
２　事業計画の概要
➣次の項目に記入又は該当するものに☑してください。
	事業年度
	　　　　年度

	事業実施期間
	　　　年　　　月　　　日　～　　　　年　　　月　　　日

	福島県内にサテライトオフィス等を整備する理由
	（※これまでの本県との関わり等、本県での拠点整備に至った経緯について、記入してください。）

	
	

	整備したサテライトオフィス等で
実施する予定の
業務内容
	（※当該施設に所属する部署や業務内容などを記入してください。また、現在のテレワークによる業務の内容及び本補助金で整備予定のサテライトオフィス等において実施予定のテレワークによる業務の内容を詳細に記入してください。）

	
	

	社会・地域貢献活動又はCSV経営について
	（※本県で実施予定の社会・地域貢献活動又はCSV経営等について記入してください。）

	
	

	業務体制
	社員総数
	　　　　　　　　　名

	
	整備施設の社員数
	　　　　　　　　　名

	
	上記のうち転入社員数
	　　　　　　　　　名

	交付要綱第５条
第２項に基づく
転入社員数
	（※該当ある場合のみ記載してください。）

	
	名


第１号様式の別紙１（添付）
３　整備する施設等の概要

　➣次の項目に記入又は該当するものに☑してください。

	施設の種類
	□　家屋　　□　ビル　　□　その他（　　　　　　　　　　　　）

	所在地
（※市町村番地まで）
	

	階数
	　　　　　　階建

	延べ床面積等
	延べ床面積　　　　　　　　㎡　

	
	建築面積　　　　　　　　　㎡

	
	敷地面積　　　　　　　　　㎡

	部屋数
	　　　　　　部屋（内訳：１階　　部屋、　階　　部屋　　　　　　　）

	建築基準法上の用途
	　現在の用途
	

	
	　補助事業後の用途
	

	施設整備に係る
関係法令の
許認可（予定）の有無
	　□　該当あり　　　　□　該当なし　　　□　その他（　　　　　　）

	
	（該当ありの場合）

□　建築基準法　　□　福島県建築基準法施行条例
□　都市計画法　　□　騒音規制法　　　　□　消防法

□　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	関係法令の
許認可の対応状況
（※該当する場合）
	□　既に対応済　　□　対応中　　□　対応予定　　□　調査中

□　特に対応の予定はない　　□　その他（　　　　　　　　　　）

	補助事業後の
施設等の帰属先
	□　市町村（普通財産）　　

□　個人所有　　　□　複数による所有

□　法人所有　　　□　その他（　　　　　　　　　　　　）

	補助事業後の
管理運営方法
	（施設等の具体的な管理運営方法を記入してください。）



第１号様式の別紙２（第６条関係）
収　支　予　算　書

１　収入の部　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	区　　　分
	予　算　額
	調達先等（金額の内訳）

	自己資金
	
	

	借入金
	
	

	その他
	
	

	補助金
	
	

	計
	
	


（※）「補助金」については、千円未満の端数を切り捨てて記入すること。

２　支出の部　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）

	費　目（※１）
	事業費

（Ａ）
	補助対象経費

（（Ａ）のうち補助対象外の経費を除いた額（Ｂ））
	補助金
	明　細（※２）

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	計
	
	
	
	


（※１）「費目」欄には、別表１（第５条関係）に基づき、費目ごとに記入すること。

（※２）「明細」欄には「事業費」の積算内訳として、名称、数量、単価、金額を明確に記入すること。（別紙可）
３　交付要綱第５条第２項に基づく加算
	当年度転入社員数

	　　　　名


	加算補助金額

	　　　　千円


第２号様式（第９条関係）

番　　　　　号　

年　　月　　日　

　　福島県知事

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　所在地
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　社（団体）名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者職・氏名
ふくしま企業移住支援事業補助金変更（中止・廃止）承認申請書

　下記により　　　　　年度ふくしま企業移住支援事業補助金の事業計画を変更（中止・廃止）したいので、福島県補助金等の交付等に関する規則第６条第１項第１号の規定により、承認してくださるよう申請します。

記

　１　補助金の交付決定年月日及び番号

　２　変更（中止・廃止）の理由

　３　変更（中止・廃止）の内容
別紙１及び別紙２のとおり

注　用紙の大きさは、Ａ列４番とすること。

第２号様式の別紙１（第９条関係）
変更（中止・廃止）の内容

	項　　目
	変　更　前
	変　更　後

	
	
	

	
	
	

	
	
	


※第１号様式の別紙１－１又は１－２で記入した項目のうち、変更があったものについての内容を記入
してください。
※適宜、任意の様式に記入することも可。
第２号様式の別紙２（第９条関係）
収支予算変更計画書
１　収入の部　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）

	区分
	予算額
	調達先等

	自己資金
	
	

	
	
	

	借入金
	
	

	
	
	

	その他
	
	

	
	
	

	県補助金
	
	

	
	
	

	合計
	
	

	
	
	


※変更後を下段、変更前を上段（カッコ書き）に記入すること

２　支出の部　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）

	費目
	事業費
	補助対象経費

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	合　計
	
	

	
	
	


※別表１（第５条関係）に基づき、費目ごとに記入すること。

※変更後を下段、変更前を上段（カッコ書き）に記入すること。

※記載できない場合は、別紙を追加すること。

※経費の変更を伴わない場合は、添付を要しない。
３　交付要綱第５条第２項に基づく加算
	当年度転入社員数

	　　　　名


	加算補助金額

	　　　　千円


第３号様式（第11条関係）

番　　　　　号　

年　　月　　日　

　　福島県知事

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　所在地
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　社（団体）名
代表者職・氏名　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　
ふくしま企業移住支援事業補助金実施状況報告書

　　　　　　年度ふくしま企業移住支援事業補助金の遂行状況について、ふくしま企業移住支援事業補助金交付要綱第11条第２項の規定により、下記のとおり報告します。

記

１　事業名

２　補助金の交付決定年月日及び番号

３　現在までの経費の支出状況　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	費　　目
	予算額
（A）
	実績額
（B）
	進行率（％）
（B）/（A）
	摘　　要

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	計
	
	
	
	


　

４　現在までの事業実績
□　計画どおり進んでいる。　□　計画より進捗が遅れている。　□　一部計画の変更がある。
　　（具体的に）

　　　　

注　用紙の大きさは、Ａ列４番とすること。
第４号様式（第11条関係）

番　　　　　号　

年　　月　　日　

　　福島県知事

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　所在地
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　社（団体）名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者職・氏名
ふくしま企業移住支援事業補助金完了報告書

　　　　　　年度ふくしま企業移住支援事業補助金について、下記のとおり完了したので報告します。

記

	事業名
	　

	交付決定年月日
	 　　　　年　　月　　日付け福島県指令　　　第　　　号

	交付決定額
	 　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

	着手年月日
	　　　　　　年　　　　月　　　　日

	完了年月日
	　　　　　　年　　　　月　　　　日


注　用紙の大きさは、Ａ列４番とすること。

第５号様式（第12条関係）

番　　　　　号　

年　　月　　日　

　　福島県知事
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　所在地
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　社（団体）名
代表者職・氏名　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
ふくしま企業移住支援事業補助金実績報告書

　　　　　　年度において、下記のとおり標記補助金に係る事業を実施したので、福島県補助金等の交付等に関する規則第13条第１項の規定により、その実績を報告します。

記

　１　事業実績　　
別紙１のとおり
　２　収支精算書
　　　別紙２のとおり
注　用紙の大きさは、Ａ列４番とすること。

第５号様式の別紙１（第12条関係）
ふくしま企業移住支援事業補助金実績書

	事業実施期間
	　　　　　年　　　月　　　日　～　　　　　　年　　　月　　　日

	実施した事業の内容
	（※補助事業として実施した事業の具体的な内容を記入してください。）

	
	

	事業の成果
	（※補助事業実施の結果、どのような成果があったか、又は見込まれるか記入してください。）

	
	

	取得財産の有無
	（※不動産及びその従物の取得、50万円以上の機械、器具、その他の備品が該当）

	
	□　有（※ふくしま企業移住支援事業補助金取得財産管理台帳（第８号様式）の写しを添付のこと。）
□　無

	今後の事業の見通し
・想定される効果
	（※今後の事業の見通しと想定される効果を記入してください。）

	
	


第５号様式の別紙２（第12条関係）
収　支　精　算　書

１　収入の部　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）

	区　　　分
	予算額
（交付決定額）
	精算額
	増　減
	内　訳

	自己資金
	
	
	
	

	借入金
	
	
	
	

	その他
	
	
	
	

	補助金
	
	
	
	

	計
	
	
	
	


※「補助金」については、千円未満の端数を切り捨てて記入すること。
※「増減」欄には、精算額から予算額を差し引いた額を記入すること。
２　支出の部　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）

	区　分
	予算額
（交付決定額）
	精算額
	増　減

	
	事業費

（A）
	補助対象
経費（B）
	事業費

（A）
	補助対象経費（B）
	事業費
（A）
	補助対象経費（B）

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	計
	
	
	
	
	
	


※「区分」欄には、申請時の収支計画書の内容に基づき、費目ごとに記入すること。また、内訳の詳細については、別紙「収支精算書支出内訳明細書」（第５号様式の別紙２の付属資料１）に記載すること。

※「増減」欄には、精算額から予算額を差し引いた額を記入すること。
※補助対象経費（B）には、事業費（A）のうち、補助対象外の経費を除いた額を記入すること。
３　交付要綱第５条第２項に基づく加算
	当年度転入社員数

	　　　　名


	加算補助金額

	　　　　千円


４　補助金精算　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	
	交付決定額
	精算額
	概算払受領額
	補助金未受領額

	補助金
	
	
	
	


第５号様式の別紙２の付属資料１
収支精算書支出内訳明細書
（単位：円）
	収支精算書の項目
	金　額
	左の内訳明細

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	計
	
	


※別添の領収書については、項目順・明細順に整理してください。
第６号様式（第14条関係）

番　　　　　号　

年　　月　　日　

　　福島県知事
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　所在地
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　社（団体）名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者職・氏名
ふくしま企業移住支援事業補助金交付（概算払）請求書

　　　　　年　　月　　日付け福島県指令　　　第　　　号で交付決定のあった　　　　年度ふくしま企業移住支援事業補助金について、下記により金　　　　　　　　円を交付してくださるよう請求します。

記

	事　　　業　　　費
	円

	交 付 決 定 額（Ａ）
又は交付確定額
	円

	 　受　領　済　額（Ｂ）
	円

	 　今 回 請 求 額（Ｃ）
	円

	残　　　　　　　額
（Ａ－Ｂ－Ｃ）
	円


（概算払の場合）
　概算払を必要とする理由（※必要に応じて書類を添付すること。）
注　用紙の大きさは、Ａ列４番とすること。
第７号様式（第15条関係）

番　　　　　号　

年　　月　　日　

　　福島県知事
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　所在地
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　社（団体）名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者職・氏名
ふくしま企業移住支援事業補助金仕入れに係る消費税相当額報告書

　　　　　年　　月　　日付け福島県指令　　　第　　　号で交付決定のあったこの事業について、ふくしま企業移住支援事業補助金交付要綱第15条第１項の規定に基づき、下記により報告します。

記

	 補助金の額の確定額
	円

	 補助金の確定時に減額した

 仕入れに係る消費税相当額（Ａ）
	円

	 消費税の申告により確定した

 仕入れに係る消費税相当額（Ｂ）
	円

	 補助金返還相当額（Ｂ）－（Ａ）
	円


※返還額算定の参考となる資料を添付すること。
注　用紙の大きさは、Ａ列４番とすること。
第８号様式(第17条関係）
ふくしま企業移住支援事業補助金取得財産等管理台帳
	区分
	財産の名称
	仕様
	数量
	単価
（円）
	取得金額

（円）
	
	取得
年月日
	処分制限期間

（耐用年数）
	施設・設置・
保管場所
	備　考

	
	
	
	
	
	
	うち補助金
相当額（円）
	補助率

（％）
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


注１　区分については、取得した財産が不動産及びその従物の場合は「不動産」、50万円以上の機械、器具、その他備品の場合は「備品」と記載してください。

２　財産名については、取得した財産の名称を記載してください。

３　仕様については、規格や機種、規模（大きさ、長さ）など特徴を記載してください。

４　数量については、同一規格であれば一括して記載して差し支えありませんが、単価が異なる場合には区別して記載してください。

５　うち補助相当額については、取得金額に事業終了時に確定した補助率（補助対象経費に占める補助金の割合）を乗じた金額を記載してください。

６　取得年月日については、工事等の完了確認をした年月日もしくは納入年月日を記載してください。

７　耐用年数については、減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和40年大蔵省令第15号）に定める耐用年数を記載してください。

８　当該財産の処分等にあたって補助金の返還を必要とする場合は、残存価格をもとに返還額を算定することとする。
第９号様式（第18条関係）

番　　　　　号　

年　　月　　日　

　　福島県知事
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　所在地
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　社（団体）名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者職・氏名
取得財産処分承認申請書

　　　　　年度ふくしま企業移住支援事業補助金により取得した財産を下記により処分したいので、福島県補助金等の交付等に関する規則第18条第１項の規定により、承認してくださるよう申請します。

記

１　取得した財産名

２　取得金額　　　　　　　　　　　　　　円（　　　　　　　　　　　　　円）

３　取得年月日　　　　　　　　　年　　　月　　　日

４　処分の方法

５　処分の理由

６　処分予定価格（有償による処分の場合のみ）　　　　　　　　　　　　　円

７　処分予定時期　　　　　　　　年　　　月  　日

８　残存価格　　　　　　　　　　　　　　円

注１　取得財産管理台帳、施設（設置）位置図、現況写真のほか、別に指示する資料を添付のこと。

２　用紙の大きさは、Ａ列４番とすること。
第10号様式（第20条関係）

番　　　　　号　

年　　月　　日　

　　福島県知事
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　所在地
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　社（団体）名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者職・氏名
ふくしま企業移住支援事業補助金経過報告書
　　　　　年　　月　　日付け福島県指令　　　第　　　号で交付決定のあった上記事業における　　　　年度の実施状況について、下記のとおり報告します。

記
１　事業実施年度、事業名、経過報告年度
	事業実施年度
	　　　　　　年度

	経過報告年度
	　　　　　　年度（事業実施年度から　　　年目）


２　ふくしま企業移住支援事業補助金で整備したサテライトオフィス等の活用実績等
	現在の状況・活用内容（どのように活用されているか記入してください）

	

	今後の活用予定

	

	社会・地域貢献活動又はCSV経営に係る取組状況・今後の見通し

	


３　ふくしま企業移住支援事業補助金により取得した財産の管理状況

· 適切に管理している。
· 財産処分申請を行いたい。
（理由）

注　この報告書は、事業完了の日の属する年度の翌年度から起算して５年間、各年度分を３月
　３１日までに提出すること。

用紙の大きさは、Ａ列４番とすること。
第10号様式別紙１（第20条関係）
転入社員在籍証明書
ふくしま企業移住支援事業補助金の交付を受け開設したサテライトオフィス等における転入社員の状況は以下のとおりです。
１　転入社員の状況
（１）一人目

	勤務者名
	

	福島県に転入した日
	

	継続して福島県に居住しているか
（居住していない場合は転出日も記載すること）
	


（２）二人目

	勤務者名
	

	福島県に転入した日
	

	継続して福島県に居住しているか
（居住していない場合は転出日も記載すること）
	


（３）三人目

	勤務者名
	

	福島県に転入した日
	

	継続して福島県に居住しているか
（居住していない場合は転出日も記載すること）
	


（４）四人目

	勤務者名
	

	福島県に転入した日
	

	継続して福島県に居住しているか
（居住していない場合は転出日も記載すること）
	


（５）五人目

	勤務者名
	

	福島県に転入した日
	

	継続して福島県に居住しているか
（居住していない場合は転出日も記載すること）
	


　　※当該経過報告で初めて報告する者については、転入日及び転入先の住所が分かる書類の
写しを添付すること。
　　※交付申請時に転入の予定がなかった者であっても、当該経過報告の時点でサテライトオフィス等における転入社員が新たに生じた場合は記載すること。
×　　200千円　　　＝





×　　200千円　　　＝





×　　200千円　　　＝








